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関税率及び関税制度の改正等について 
令和 6 年度税制改正大綱 

2024 年 1 月 23 日 

概要 

令和 5 年 12 月 14 日、与党より関税及び関税制度の改正事項を含む、令和６年度与党税制改正大綱（以下「大綱」）が公

表されました。 

輸入手続の利便性向上においては、AEO 輸入者が行う「特例申告納期限延長」の手続を行う際の担保について、税関長が必ず

提供を求める「必要担保」から、必要があると認めるときに限り提供を命ずる「保全担保」へと緩和されます。通常の輸入では、輸入

申告の際に関税や輸入消費税等の納税を行う必要がありますが、AEO 輸入者が行う特例申告の場合は、原則として担保を提供

することなく、輸入から３カ月間納税を繰り延べることができるようになるため、利便性が大幅に向上することになります。 

急増する輸入貨物への対応に関する制度改正は、上記の輸入手続の利便性向上に関する改正と同様、相対的にリスクの高い輸

出入貨物を割り出し、税関の審査・検査、事後調査のリソースをそれらの貨物に投入することを目的としています。輸入申告時の申

告項目を増やすなど、規制を強化する一方で、一定の条件を満たす貨物については簡素化した手続を適用するものとなっており、低

価申告や密輸等に関する貨物のリスクに応じて対応を変える、すなわちメリハリをつけた取組とみることができます。 

デロイト トーマツ グループにおいては、輸出入に携わる企業の皆様がこれらの改正に適切に対応していけるよう、サポート体制を整える

とともに、今後の改正の動きについて引き続き注視していきます。 

改正内容 

1. 関税率等の改正 

ほぼすべての暫定税率が維持されるほか、個別品目の関税率等に関して以下の改正が行われます。 

◼ 暫定税率（411 品目）、特別緊急関税制度、沖縄型特定免税店制度等の適用期限を延長 

◼ 加糖調製品（5 品目）の暫定税率の引下げ 

◼ ルイボスについて関税分類変更、関税率は現行水準を維持 

 

2. 輸入手続の利便性向上 

安全・安心な社会を実現するための国際競争力の強化、および、税関リソースを相対的にリスクが高い輸入者に集中的に投入する

観点から、AEO 制度の利用拡大策として、特例輸入者が行う特例申告納期限延長に係る担保の取扱いを緩和する改正が行わ

れます。 

3. 急増する輸入貨物への対応 

越境電子商取引の拡大に伴い、輸入件数が大幅に増加していることを踏まえ、令和５年度税制改正及び通達改正により、税関

の審査・事後調査等の実効性を高めるための改正が行われたところです。今回の税制改正では、次期 NACCS 更改（令和 7 年

10 月）に向け、一定の要件を満たす海上貨物について、簡易な通関手続を整備するための改正が行われます。 
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参考：改正内容を踏まえた推奨される対応 

① 越境電子商取引の増加による輸入件数の急増、輸入取引によらない貨物の増加（輸入者が誰であるか不明確な事例の増

加）を踏まえ、なりすまし輸入対策や、輸入者の定義の明確化が行われました。 

→どの取引が輸入取引になるのか、輸入者・輸入申告価格は適正か等について、改めて確認・説明できるようにすることで、通関

円滑化の実現・追徴インパクトの軽減を図ります。 

② 取引内容・関税関係法令を理解していない者を税関事務管理人にしている場合、かつ、申告価格に疑義がある場合には、通

関時に重点的な審査が行われ時間を要したり、事後調査の対象となり、追徴課税を受けることが想定されます。 

→貿易実務・関税関係法令に明るい者を税関事務管理人とし、輸入申告から税関事後調査に至るまで、一気通貫で対応させ

ることにより、追徴インパクト軽減・貿易手続円滑化を図ります。 

4. 納税環境整備 

他の国税と同様に、加算税制度の見直し（更正の請求に係る重加算税の導入）が行われます。 
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